　予算要求資料
平成28年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：スポーツ振興対策費　
	事業名　ジュニアアスリート発掘・育成事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

                     清流の国推進部 競技スポーツ課 ジュニアアスリート発掘・育成係 電話番号：058-297-7003
　　　　　　　     E-mail： c11173@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　     20,485千円   （前年度予算額： 12,800千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	12,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,800

	要求額
	20,485
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,485

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
本県の子どもたちのスポーツ環境は、居住している地域で実施されている競技種目を行うことが多く、自分の個性に合った競技を選択できない状況である。また、少子化の影響からチーム競技は成立することが難しく、人数集めのために小学校低学年からクラブに加入し、単一スポーツしか経験ができない環境にあることも珍しくない。
本来は、小学生は多種目を様々な指導者の下で経験し、自分に最も合った競技を選択することが理想である。本事業は子どもたちの可能性を引き出し、将来オリンピックに出場するような選手を育成するために実施するものである。
（２）事業内容

　　小学４・６年生に対し運動能力測定会を実施し、オリンピック等で活躍する可能性のある人材を県内全域から発掘する。
　　飛騨御嶽高地トレーニングエリアを活用したり、人間形成プログラムを充実させるなど、岐阜県独自の「育成プログラム」を構築し、年間25日間程度、小学５・６年生には２年間で20の競技種目を、中学１～３年生には３年間で12の競技種目を体験させ、多種目の競技を経験させるとともに、各競技の優秀な指導者から指導を受けることはもちろん、競技だけでなく知的プログラムや合宿、他県との交流も実施し、リーダー養成等の人間形成も目標とする。

（３）県負担・補助率の考え方
　　このような公益性のある事業は、県でしか実施することができない為、県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	講師経費
	3,472
	旅費、宿泊費、謝金等

	事業費
	14,570
	使用料、消耗品費、合宿経費、保険料等

	事務局費
	2,443
	事務局員旅費、消耗品費、パンフレット作製費等

	合計
	20,485
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 各計画での位置づけ

　　「岐阜県清流の国スポーツ推進条例」において、青少年スポーツの推進と青少年の健全な育成に努めることを謳っている。
（２）国・他県の状況

　　現在22都道府県でタレント発掘事業が行われており、成果を上げているとともに国（JSC・NTC）も連携してタレントの発掘に力を入れている。
（３）後年度の財政負担

　　継続して行ってこそ効果が上がるものであり、また、対象学年が増えていくため、平成28年度以降も事業の拡大・継続が必要である。
（４）事業主体及びその妥当性
　　子どもたちのスポーツ環境の整備は県の使命であり、県が主体的に行うことが妥当である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　子どもたちが自分に合った競技種目を選択することができるように県と競技団体が連携を取って環境を整備していく。
プロジェクトで育ったジュニア選手が、将来はオリンピックに出場し本県の子どもたちが夢を抱けるようなプロジェクトを目標とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ参加ｼﾞｭﾆｱ選手
	０
（H26）
	（H　）
	（H　）
	　０（H26）
	200
（H32）
	     ％

	ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ出場選手
	０
（H26）
	（H　）
	（H　）
	  ０

（H26）
	５
（H32）
	％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　中学１年生25名、小学５年生32名がプロジェクト第１期生として、月に２～３回の頻度で実施する育成プログラムに取り組んでいる。
　育成プログラムは、知的能力開発を主目的とした共通プログラムと、身体能力開発を主目的とした競技プログラムを、関係競技団体や県内大学と連携を取って企画・実施している。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　第１期生は意欲的に育成プログラムに取り組んでいて、個々の運動能力の向上が期待される。
　また、プログラム実施競技団体がジュニア選手を発掘・育成しようとする機運を高めている。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　少子化、指導者不足問題により、子どもたちを取り巻くスポーツ環境はあまりいい方向に進んでいない。状況を打開し子どもたちに夢を与えるためにも、県が主体的に事業を実施することが必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	　初年度につき、まだ顕著な成果が得られているとは言い難いが、事業目標等からして長い期間を経て有効性が評価されると思われる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

△

	初年度につき、効率性が良くなく、今後向上の余地は大きい。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　プロジェクトを実施することで、地域で活動するクラブや少年団の活動が停滞してはならないので、別事業の指導者育成とも関わるが、地域の指導者の育成とともに、地域のクラブ等と連携をしていくことが大切である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　プロジェクトは競技力向上だけが目的ではなく、地域や学校でスポーツリーダーと成りうる人間形成も目標としているため、継続することが大切である。
　財政負担は平成29年度まで増えるが、その後は横ばいとなる。




